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〔控訴に至る経過等〕 ( 1 ) 安愚楽本体と取引した原告らが、投下資金を回収でき
ずに、一定額の損害を被ったとして、安愚楽本体の役員であった 3名 (被告A、被
告 B、被告 C)、安愚楽本体の関連会社 3 社 (被告エー・アイ・シー外 2 社) およ
びこの関連会社の役員であった 26 名 (被告 D外 25 名) の合計 32 名に対して連帯
して損害賠償金の支払を求めるとともに、民法所定年 5分の割合による遅延損害金
の支払を求めた。
( 2 ) 原告らは、安愚楽本体との取引 (オーナー契約) の勧誘が違法であり、原審
被告ら 32 名は、安愚楽本体の違法な業務遂行の是正に向けた行動をとるべき義務
を負っていたのに、その義務を果たさず、違法な業務遂行を援助助長したと主張し、
民法 719 条または会社法 429 条 1 項に基づき損害賠償を求め、本件訴訟を提起した。
( 3 ) 提訴後、原審被告 7 名との間で訴訟上の和解、訴えの取下げ、破産債権確定
による訴訟終了があり、最終的には原告らと原審被告 25 名との間で原判決が言い
渡された。
( 4 ) 原判決は、被告 Bと被告 Cの会社法 429 条 1 項に基づく損害賠償責任を肯定
し、原告らの同被告らに対する請求を認容し (被告 Cとの関係では平成 22 年 6 月
以降に発生した損害の賠償請求に限定して認容)、原告らの被告 Cに対するその余
の請求および同被告ら以外の被告ら 23 名に対する請求の全部を棄却した。
( 5 ) 被告 Bおよび被告Cは、敗訴部分全部を不服として控訴を提起した。
( 6 ) 原告らも、請求全部を棄却するとした原審被告 23 名に対する原審の判断のう
( 1 ) 飯田秀総「会計監査限定の定款の定めのある大会社の監査役の責任〈判例セレクト
Monthly/商法〉」法学教室 443 号 139頁。弥永真生「「再売買代金」の負債計上の要否：安
愚楽牧場事件〈会計処理の適切性をめぐる裁判例を見つめ直す 9〉」監査ジャーナル 29 巻
9 号 74頁
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ち、被告Aら 8 名に対する判断を不服として控訴を提起し、被告 Cとの関係での
敗訴部分については控訴を提起しなかった。











安愚楽本体は、会社法施行日である平成 18 年 5 月 1 日、特例有限会社となり、
その後、平成 21 年 4 月 1 日に商号を「株式会社安愚楽牧場」に変更することによ
り通常の株式会社に移行した。安愚楽本体の株式はその全部を J社長が保有してい
た。
安愚楽本体の代表取締役は設立時から平成 2年 3 月 16 日までは Lであり、平成
2年 3月 16 日以降はずっと J社長であった。





う取引である。平成 23 年 3 月末時点で、安愚楽本体は、全国 40か所の直営牧場に
おいて 7万 3408頭の、全国 338か所の預託牧場において 7万 1818頭の黒毛和種牛
を飼養しており、そのうち 6万 5572頭が繁殖牛であった。
( 3 ) 被告らの立場 被告Aは平成 7年 8 月 1 日から平成 11 年 4 月 15 日まで安
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愚楽本体の取締役であった。被告 Bは平成 13 年 4 月 2 日から平成 15 年 5 月 15 日
まで安愚楽本体の取締役であった。被告 Cは平成 21 年 9 月 5 日以降、安愚楽本体
の監査役であった。被告エー・アイ・シーは平成 8年 11 月 28 日設立の安愚楽本体
の子会社であり、安愚楽本体が所有または管理する牛の損害保険、安愚楽本体およ
び関連会社の車両保険、火災保険、損害保険等を取り扱う保険代理店業務を行って
いたが、平成 26 年 4 月 1 日に商号を「有限会社ストライブ」に変更した。被告 D
は、J社長の息子であり、平成 10 年 6 月 16 日から平成 20 年 10 月 10 日まで被告
エー・アイ・シーの取締役であり、平成 11 年 1 月 12 日から平成 21 年 4 月 30 日ま
で安愚楽の里の取締役であり、平成 15 年 9 月 30 日から平成 19 年 1 月 30 日までク
リエイティブフードの監査役であった。安愚楽の里は、安愚楽本体の子会社として、
昭和 62 年 4 月 10 日に設立され、ホテルフロラシオン那須を経営していた。クリエ
イティブフードは、安愚楽本体の子会社として、昭和 61 年 1 月 11 日に設立され、
那須でレストランを経営していた。被告 Eは、被告 D の妻であり、平成 20 年 10
月 10 日から平成 23 年 9 月 1 日まで被告エー・アイ・シーの取締役であり、平成
21 年 9 月 17 日から平成 23 年 7 月 29 日までエー・シー・エフの代表取締役であっ
た。エー・シー・エフは、安愚楽本体の子会社として、平成 21 年 9 月 17 日に設立
され、那須でレストランを経営していた。被告 Fは、J社長の娘であり、平成 19
年 1 月 30 日から平成 21 年 2 月 28 日までクリエイティブフードの監査役であり、
平成 20 年 5 月 30 日から平成 23 年 7 月 29 日まで AMフード (平成 17 年 4 月 19
日設立の安愚楽本体の子会社) の監査役であった。被告 Gは、平成 11 年 11 月 1
日から平成 15 年 7 月 1 日まで、および平成 17 年 2 月 1 日以降、安愚楽宮崎の代表
取締役であった。被告 Hは平成 16 年 2 月 29 日から平成 23 年 7 月 29 日まで安愚
楽東日本の代表取締役であった。被告 Iは、平成 11 年 6 月 14 日以降、バンナの取
締役 (平成 14 年 2 月 28 日から平成 16 年 7 月 6 日までは代表取締役) であった。








たわけではなく、持分 2分の 1とか 4 分の 1 を取引する契約も極めて頻繁に締結さ
れており、オーナー契約締結時に授受される代金が 200万円以下であれば、多くの
場合、繁殖牛の持分が販売されていた。
( 5 ) 原告らが締結したオーナー契約 原告らは、平成 15 年 6 月頃から平成 23
年 7 月頃までの間、原判決別表 5 (略) の「コース名」欄記載の各契約を締結し、
安愚楽本体に対し「購入金額」欄記載の契約代金を支払った。原告らが締結した契
約の個数は 175個であり、契約代金の総額は 4億 2980万円である。平均すれば、
一契約当たりの契約代金は 245万 6000円である。175個の契約のうち販売対象が
繁殖牛の持分であった契約は 143個 (約 82 %) にのぼる。175個の契約の契約期間
は平均すると 5年半程度である。
( 6 ) オーナー契約の約定 オーナー契約は、1頭の繁殖牛が契約期間中毎年必
ず 1頭の子牛を産むことを前提としていた。オーナーは、安愚楽本体に対し、繁殖




オーナー牛の 1年分 (子牛を出産した年に相当) の飼養委託費を控除した金額 (以
下「配当」という。) を支払う (支払日は毎年 8 月末日、子牛予定売却利益が税込
38万 5000円、飼養委託費が税込 25万円とされているから、年に 1度支払われる















( 7 ) 安愚楽本体の貸借対照表上の資産と負債の額 原告らの 175 の契約が締結






( 8 ) 安愚楽本体の倒産 安愚楽本体は、再売買代金の支払原資を新たなオー
ナー契約代金で賄うという資金調達を繰り返した結果、巨額の再売買代金債務を負
うに至り、平成 23 年 8 月 9 日、東京地方裁判所に民事再生手続開始を申し立て、
倒産した。
東京地方裁判所は、同年 9 月 6 日に民事再生手続開始決定をしたが、同年 12 月
9 日に破産手続開始決定をしたので、以後、安愚楽本体の破産手続が進められた。
本件破産手続は平成 26 年 3 月 12 日頃に終了した。
本件破産手続において、オーナー契約に基づいて届出がされた破産債権の総額は
4195億円余りであった。普通破産債権 7万 816 件 (殆どがオーナー契約に基づく











J社長および Kは、平成 22 年 9 月頃から平成 23 年 7 月頃までの間、オーナー契
約を希望する顧客 192 名に対し、繁殖牛の実在について不実の事実を告げたとの
「特定商品等の預託等取引契約に関する法律」違反罪 (不実告知罪) で起訴され、
平成 26 年 10 月 16 日、有罪判決の宣告を受け、J社長は懲役 2 年 6 月に、Kは懲
役 2年に処せられた (本稿 ( 1 )「産大法学」51 巻 3・4 合併号 一 ① で紹介)。
さらに、次の事実を認定している。
〔認定事実〕 ( 1 ) 安愚楽本体の経営体制等 安愚楽本体は、その本部機能 (社
長室、総務部、経理部、オーナー管理部等) を栃木県那須塩原市埼玉 2番地 37 に
置き、畜産部を栃木県那須郡那須町大字高久丙 1796番地 (商業登記上の本社所在







の 3人であった (以下、「経営陣 3 名」)。経営陣 3 名以外の者が安愚楽本体の経営
に口を挟むことはなかった。経営陣 3 名の中でも、安愚楽本体の持分全部を保有す
る J社長の発言力が大きく、J社長は、平成 2 年 3 月 16 日に代表取締役に就任し
た後、基本的に、経営に関する最終判断を一人で行っていた。
Kは、平成 8 年 6 月 1 日以降、取締役在任中 (同日から平成 10 年 1 月 5 日まで
および平成 15 年 6 月 5 日から平成 20 年 3 月 31 日まで) もそうでない時期も、安
愚楽本体の会計部門やオーナー管理部を統括する「ナンバー 2」の地位を占めてい
た。
Lは、平成 2年 3 月に代表取締役を退いた後も専務取締役として安愚楽本体に残
り、畜産部の責任者の地位にあった。畜産部は、安愚楽本体の全従業員約 700人の
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うち約 600人を擁する最大の事業部門であり、全国の直営牧場 (平成 23 年 3 月末
時点で全国 40か所) に従業員を配置し、預託牧場 (同日末時点で全国 338か所)
の管理業務も行い、飼養牛を管理していた。
平成 23 年 3 月末での飼養牛の頭数は、直営牧場分 7万 3408頭、預託牧場分 7万




( 2 ) 安愚楽本体の顧客に対する交付書面 安愚楽本体は、オーナー契約を締結
しようとする場合、特定商品預託法 3 条 1 項所定の書面 (「契約締結前交付書面」)




よび金額 (特定商品預託法施行規則 3 条所定の様式 1 で業務の概況として開示が義
務付けられている事項である。)、および直近事業年度末の貸借対照表 (同条所定の




















の契約頭数は、平成 21 年 3 月末が 9万 2505頭、22 年 3 月末が 10万 3190頭、平














別表 4 (略)「牛の頭数」欄の頭数 (事業報告書に記載された頭数) を比較すれ
ば、飼養総数に占める契約頭数の割合は、最も少ない年でも約 65 % (平成 21 年 3
月末)、最も大きい年だと約 86 % (平成 15 年 3 月末) にも達する。
しかし、契約頭数全部が繁殖牛だとすると (本来そのはずである。)、上記割合は、
かなり不自然である。なぜなら、平成 22 年 3 月末でみると、安愚楽本体の飼養総
数 15万 1160頭のうち、牝牛は 10万 1464頭 (総数の約 67 %) いるが、そのうち
繁殖牛は 6万 9970頭 (総数の約 46 %) にすぎないからである。繁殖牛の割合が年
によって大きく変動することも考えにくく、飼養総数の 3分の 2またはそれ以上が
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繁殖牛であるという事態は、ありそうになく、かなり不自然なのである。



















26期以降の繁殖牛の実在数の割合は、26期 (平成 19 年 3 月期) 55.9 %、27期
(平成 20 年 3 月期) 62.5 %、28期 (平成 21 年 3 月期)、69.5 %、29期 (平成 22 年
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Kは、平成 20 年 11 月における契約頭数が 9万頭を超え、オーナー契約残高が
3000億円を超えていたにもかかわらず、農水省の担当者に対しては、同時期の契
約頭数が 6万 7501頭、契約残高が約 2315億円であり、契約頭数のうち直営牧場で
飼養する繁殖牛は 4万 0517頭である旨の虚偽の説明をした。
農水省の担当者は、畜産部の耳標番号に基づいて、直近 (平成 21 年 1 月 20 日)
の飼養牛のデータも検査をしたところ、直営牧場で飼養されている繁殖牛とみられ
る牛の頭数が約 3万 1000頭にすぎない事実を把握したので、Kに対し、繁殖牛が







安愚楽本体は、農水省の要求に応じる形で、平成 21 年 7 月 14 日付け書
面により、同年 3 月 31 日時点における財務や飼養牛の状況について報告
したが、その報告書面では、事業報告書と同じ数字 (飼養総数が 13 万
9973頭、契約頭数が 9万 1249頭) が記載されていた。すなわち、平成 20














その後、平成 21 年 9 月に、特定商品預託法の所轄官庁が農水省から消費者庁に
変わった。消費者庁による安愚楽本体に対する立入検査がされることはなかった。
( 6 ) 被告 Aの就労状況等 被告Aは、以前は、那須ロイヤルホテルに長く勤務
し、主に労務管理を担当していたが、安愚楽本体が那須でホテル経営を企画してい






















被告Aは、平成 11 年 3 月、那須に呼び戻され、被告エー・アイ・シーの取締役
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に就任し (安愚楽本体の取締役は平成 11 年 4 月 15 日に退任)、安愚楽本体やその





( 7 ) 被告 Bの就労状況等 被告 Bは、以前は、日本板硝子ディーアンドジーシ
ステム株式会社の専務取締役であったが、平成 13 年 3 月 (59歳時)、総務・人事
全般を管理する常務取締役として、請われて、安愚楽本体に入社した。












被告 B は、平成 15 年 5 月 16 日から平成 17 年 6 月 30 日まで、安愚楽の里への
出向となり、ホテルフロラシオン那須で仕事をし、平成 17 年 7 月 1 日以降 (平成
23 年 7 月 31 日に退職するまで)、執行役員待遇の総務部長、広報室長兼ホテルフ
ロラシオン那須営業部顧問となり、総務全般の管理と広報を担当していた。
なお、平成 15 年 6 月以降、安愚楽本体には、被告 Bのように「執行役員」との
肩書を持つ従業員が置かれたが、安愚楽本体は委員会設置会社ではなく、会社法所
定の執行役員 (経営判断を行う役員) が置かれていたわけではない。
( 8 ) 被告 C の就労状況等 被告 C は、税務署職員であったが、平成 15 年頃
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(54歳時) に退職して税理士を開業 していたところ、Kから、死亡した監査役の










ところで、安愚楽本体は、平成 21 年 4 月 1 日、商号変更により、会社法の規定
が適用される株式会社となったが、その時点で負債が 200億円以上であったため、
会社法 2条 6 号所定の大会社であった。安愚楽本体は、株式譲渡に取締役会の承認
を必要とする非公開会社たる大会社であったため、公認会計士または監査法人を会
計監査人として選任し、その者に会計監査をさせなければならなかったが (会社法
328 条 2 項、329 条 1 項)、会計監査人を選任していなかった。
森田税務会計事務所は、安愚楽本体から決算書類の作成や税務申告を依頼されて






的な対応が必要となることから、被告 Cは、「2015 年 3 月期を監査報告期間とする
会計監査導入スケジュール会計監査導入に向けた各フェーズのご説明」と題する書
類を作成し、平成 22 年 9 月、これを安愚楽本体の取締役会に提出し、平成 26 年 4
月 1 日 (平成 27 年 3 月期の期首) までに会計監査人設置会社としての体制を整え
るよう提言した。しかし、安愚楽本体の経営陣 3 名は、特段の対応をしなかった。
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また、被告 C も、非常勤の会計限定監査役としての役割以上の役割を果たすこと
はなかった。















被告 G、被告 Hおよび被告 Iは、年 2 回安愚楽本体で開催される場長会議 (主












( 1 ) 特定商品預託法違反 ｢安愚楽本体の飼養総数のうち繁殖牛が占める割合は
せいぜい 5割程度と考えられるから、平成 11 年 3 月期末から平成 23 年 3 月期末ま
での飼養総数と契約総数の比率は、余りにも不自然である (契約総数が多すぎる。)。
…… 遅くとも平成 11 年 3 月期末以降、繁殖牛不足が常態化しており、契約頭数の
うち繁殖牛が実在する割合は 6割ないし 7割程度にすぎず、契約頭数の 3割ないし
4割は空売りであったと推認する。」
｢安愚楽本体は、平成 11 年 3 月期末以降も、繁殖牛不足の事実を秘匿し、対外的
には繁殖牛が足りていると装って新たなオーナー契約を勧誘していたのであるから、
その勧誘は、特定商品預託法施行令 3 項 4 号所定の事実 (繁殖牛の保有の状況) に
つき、故意に事実を告げず、不実のことを告げてされたということができ、特定商
品預託法 4条 1項の禁止に抵触する」。






















｢上記の契約の実情に照らせば、遅くとも平成 11 年 3 月期末以降に授受された
オーナー契約代金は、繁殖牛やその飼養の対価としてではなく、かつ、安愚楽本体







( 3 ) 説明義務違反について ｢前提事実(8) (消費税還付の事実) および認定事









( 4 ) 安愚楽本体の不法行為責任 ｢原告らに対するオーナー契約の勧誘は、いず
れも平成 11 年 3 月期末以降にされており、上記( 1 )(特定商品預託法違反) ( 2 )
(出資法違反) のとおり違法なものである。














いる (旧有限会社法 26 条)。」
｢安愚楽本体では、遅くとも平成 8 年頃までに繁殖牛不足が生じており、被告A
の取締役在任中 (平成 7 年 8 月 1 日から平成 11 年 4 月 15 日まで)、繁殖牛が不足
しているのにオーナー契約の勧誘や締結を続けた結果、遅くとも平成 11 年 3 月末
時点では、繁殖牛不足が常態化し、オーナー契約の勧誘が特定商品預託法および出
資法に抵触する違法なものとなった。








































くなるから、民法 719 条に基づく原告らの被告Aおよび被告 Bに対する請求も理
由がない。また、前述したところを総合すると、当該法人内部の個人 (安愚楽本体
の経営陣 3 名) に不法行為が成立するとして、これらとの共同不法行為についても、
その成立を認めることは困難である。」
196 (240)
(三) 被告 C (監査役) の責任について
｢監査役は、取締役の職務の執行を監査する機関であるが、安愚楽本体のように
株式譲渡制限がある株式会社 (非公開会社) にあっては、監査役の監査の範囲を会
計に関するものに限定することができる (会社法 389 条 1 項)。これは、株主と経
営者の距離が近い (株主が経営に関与することも困難ではない) 非公開会社にあっ
ては、株主がその権能を駆使して自ら業務監査を行うことも可能であるため (会社




その職責に必要な限度での調査権限を有するが (会社法 389 条 2 項〜4 項)、取締





両方を置くことが義務付けられ (会社法 328 条 2 項)、かつ、会計限定監査役を置







ア 最初に、株主総会の特別決議に基づいて定款を変更し (会社法 466 条、309 条
2 項 11 号)、会計監査人を選任する旨を定める。たとえ、機関の設置が義務付けら
れる場合 (会社法 327 条、328 条) であっても、定款で定めなければ当該機関を設
置することができないからである (会社法 326 条 2 項)。
イ 次に、監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定め (会
197(241)
安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
社法 381 条 1 項により無効となったと解される定め) を廃止し、会計限定監査役の
任期を終了させる (会社法 336 条 4 項 3 号)。
ウ 上記定款変更の後、株主総会の決議により、会計監査人と通常監査役を選任す
る。この場合、会計監査人は、公認会計士または監査法人でなければならない (会




ていると解されるが (会社法 976 条 22 号)、それ以上に、選任懈怠が生じた場合、
会計限定監査役に通常監査役と同様の職責 (業務監査をも行う職責) を負わせてい





















とを前提に、被告 C の会社法 429 条 1 項に基づく損害賠償責任について検討す
る。」













そして、平成 22 年 5 月に提供された計算関係書類を見れば、オーナー契約代金が







あったということもできず、会社法 429 条 1 項に基づく原告らの被告 C に対する
請求は理由がない。」
｢仮に、新たに会計監査人とともに通常監査役が選任されるまでの間、会計限定
監査役である被告 C が通常監査役としての職責を負うとしても、前記 3 で述べた
とおり、安愚楽本体の経営陣 3 名は、繁殖牛が足りなくても、倒産を避けるため
199(243)
安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
オーナー契約の販売促進を継続し、経営陣 3 名以外の者がオーナー制度運営のあり
方に容喙することを一切許さないとの方針で会社経営をしていたのである。その他、






において述べたのと同様であり、民法 719 条に基づく原告らの被告 C に対する請
求も理由がない。」
(四) 被告エー・アイ・シー (安愚楽本体の子会社) の責任
｢安愚楽本体の原告らに対する不法行為 (特定商品預託法および出資法に違反し













(五) 被告 D・E (J社長の長男夫婦であり、安愚楽本体や子会社の取締役や監査












したがって、民法 719 条または旧商法 266 条の 3 第 1 項若しくは会社法 429 条 1
項に基づく、原告らの上記被告 3名に対する請求は理由がない。」
(六) 被告 G (安愚楽本体の代表取締役であった者)、被告 H (安愚楽本体の代表

















安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
〔評 釈〕






















































以上のような判断のもと、取締役Aと取締役 Bの会社法 429 条 1 項に
基づく役員の対第三者責任を否定した。
本件における社長 Jは、いわゆるワンマン社長であった。ワンマン社長
(代表取締役) が支配する会社の名目的取締役 (本件における A および
203(247)
安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)














法人内部の個人 (安愚楽本体の経営陣 3 名) に不法行為が成立するとして、
これらとの共同不法行為の成立を認めることもできないとした。
( 3 ) 監査役Cの責任 (会社法 429 条 1 項、民法 719 条)
監査役は取締役の職務の執行を監査する機関であるが、安愚楽本体のよ
うに株式譲渡制限がある株式会社 (非公開会社) にあっては、監査役の監
査の範囲を会計に関するものに限定することができる (会社法 389 条 1
項)。これは、株主と経営者の距離が近い (株主が経営に関与することも
困難ではない) 非公開会社にあっては、株主がその権能を駆使して自ら業
務監査を行うことも可能であるため (同法 367 条、357 条 1 項、375 条 1





条 2 項〜4 項)、取締役への報告義務 (同法 382 条) や取締役会への出席
( 2 ) 江頭憲治郎・中村直人編著「論点体系 会社法 (3)」(第一法規、2012) 452頁以下。
204 (248)





通常監査役の両方を置くことが義務づけられ (同法 328 条 2 項)、会計限








基づいて定款を変更し (会社法 466 条、309 条 2 項 11 号)、会計監査人を
選任する旨を定める。たとえ、機関の設置が義務付けられる場合 (同法
327 条、328 条) であっても、定款で定めなければ当該機関を設置するこ
とができないからである (同法 326 条 2 項)。②次に、監査役の監査の範
囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定め (同法 381 条 1 項により
無効となったと解される定め) を廃止し、会計限定監査役の任期を終了さ





任懈怠の早期解消を促していると解される (同法 976 条 22 号)。
しかし、それ以上に、通常監査役が選任されていないとの選任懈怠が生
じている場合に、会計限定監査役に通常監査役と同様の職責 (業務監査を
も行う職責) を負わせていると解釈し、会社法 429 条 1 項を適用するに当
205(249)




















ということを前提に、被告 C の会社法 429 条 1 項に基づく損害賠償責任
について検討する。







































安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
び被告 B において述べたのと同様であり、民法 719 条に基づく原告らの
被告Cに対する請求も理由がない。
二 法律構成の検討








私募、売出しなどを「業」として行う金融商品取引業者 (金商法 2条 2項
8 号) は内閣総理大臣への登録を必要とする (金商法 29 条)。登録して金
融商品取引業者になると、各種の事前説明 (第 37 条の 2 (取引態様の事
前明示義務)) や各種の書面の交付 (第 37 条の 3 (契約締結前の書面の交
付)、第 37 条の 4 (契約締結時等の書面の交付)、第 37 条の 5 (保証金の
受領に係る書面の交付)) が求められ、損失補てんが禁止され (第 39 条
(損失補てんの禁止))、適合性の原則に従うことなどが義務づけられる
(第 40 条 (適合性の原則等))。さらに、顧客の注文について「最良執行方










ティブ取引を行うこと)、または、33 条 2 項一号から六号に掲げる有価証
券若しくは取引について、当該各号に定める行為を行う場合には、適用し




品仲介業を行うことができる (金商法 66 条)。
金商法は投資家保護のための各種の規制をし、金融庁は金融取引業者を
監督する (第 51 条 (金融商品取引業者に対する業務改善命令)、第 51 条
の 2 (登録金融機関に対する業務改善命令)、第 52 条 (金融商品取引業者
に対する監督上の処分)、第 52 条の 2 (登録金融機関に対する監督上の処








法 2 条 2 項はこれを有価証券に含めることとし、「みなし有価証券」と呼








安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)



































( 2 ) 不法行為の構成の可能性
① 安愚楽本体の不法行為責任 原告らに対するオーナー契約の勧誘は、
いずれも平成 11 年 3 月期末以降にされており、特定商品預託法違反、出
資法違反であり、違法なものである。

















のを観念することはできないから、民法 719 条に基づく原告らの被告 A
および被告 B に対する請求は理由がないとする。また、法人内部の個人
211(255)
安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
(安愚楽本体の経営陣 3 名) に不法行為が成立するとして、これらとの共
同不法行為についても、その成立を認めることは困難である、として、
A・Bの不法行為責任を否定した。
なお、被告 C (監査役) に不法行為責任が生じる余地がないことは、被
告Aおよび被告 Bにおいて述べたのと同様であり、民法 719 条に基づく
原告らの被告Cに対する請求も理由がないとした。

























⑤ 会社法 350 条による不法行為責任
本判決では問題とされていないが、会社法 350 条により会社の不法行為
責任を問う構成も検討してみる。



















任を負わせた」(最判昭和 44・11・26 民集 23・11・2150頁) 法定責任で
ある。




安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
ある。
会社の取締役は、職務を行うに際して、悪意で、取締役の監視・監督義
務 (362 条 2 項 2 号) に違反し (①・②)、それによってオーナー契約者
に損害を与えた (③・④) と、法律構成することもできる。
この論法で、会社の役員は会社法 429 条 1 項による損害賠償責任を負い、
各責任は連帯責任になる (430 条)。
① 被告A (取締役) と被告 B (取締役) の会社法 429 条 1 項の責任
安愚楽牧場の取締役であった被告Aと Bは、取締役在任中、同社の違
法な営業を改めるための行動をとるべき職務上の義務を負っていた。しか
し、安愚楽牧場はワンマン社長 (有限会社持分全部を保有) である J社長











ないとし、会社法 429 条 1 項による損害賠償責任を負わないとされたこと
は前述した。
② 被告C (監査役) の会社法 429 条 1 項の責任
安愚楽牧場は、「株式会社安愚楽牧場」に商号を変更して株式会社に移
行した時点 (平成 21 年 4 月 1 日) で、会社法 2 条 6 号所定の「大会社」







会社法 429 条 1 項に基づく原告らの被告 C に対する損害賠償請求を一部
認容した地裁の判断は不相当であるとした。
( 4 ) 出資法および特定商品預託法
① 特定商品預託法違反について、安愚楽本体の飼養総数のうち繁殖牛が
占める割合はせいぜい 5 割程度と考えられるから、平成 11 年 3 月期末か
ら平成 23 年 3 月期末までの飼養総数と契約総数の比率は、契約総数が多
すぎて、不自然である。平成 11 年 3 月期末以降、繁殖牛不足が常態化し
ており、契約頭数のうち繁殖牛が実在する割合は 6割ないし 7割程度にす
ぎず、契約頭数の 3割ないし 4割は空売りであったと推認することができ、
その勧誘は、特定商品預託法施行令 3 項 4 号所定の事実 (繁殖牛の保有の
状況) について、故意に事実を告げず、不実のことを告げてなされたとい
うことができ、特定商品預託法 4条 1項の禁止に抵触する、と判断した。














安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)







































照らせば、遅くとも平成 11 年 3 月期末以降に授受されたオーナー契約代
金は、繁殖牛やその飼養の対価としてではなく、かつ、安愚楽本体に対す















よび高裁段階で肯定されている。会社法 429 条 1 項の民事責任は地裁 (東
217(261)
安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (2)
京地裁、大阪地裁) では認められたが、大阪高裁では認められなかった。
最高裁の判断は現時点 (2019 年 3 月 21 日) ではまだ確認していない。
オーナー契約の勧誘が出資法および特定商品預託法に違反するとし、不
法行為責任および会社法 429 条 1 項の責任を問題とすれば、判決に示され
た法構成を採ることになる。法人の不法行為責任は肯定されているが、会
社法 429 条 1 項の損害賠償責任は認められていない。
不法行為責任であれ、会社法 429 条 1 項の責任であれ、そこでの損害の
賠償は事後的な規制であり、事後的に救済が認められる場合もあれば、認
められないこともあって、ケース・バイ・ケースの結論になる。不法行為
責任についても、会社法 429 条 1 項の損害賠償請求についても、妥当な基
準を判例の積み重ねにより作り出す必要がある。提訴することがまた投機
行為となることもあるからである。
本件のような投資勧誘活動に対する事前の規制方法もまた検討し直す必
要がある。現時点では、金融商品取引法の規制対象とならない理由は本文
で述べた。どの法律で規制するかはともかく、投資勧誘活動がさまざまな
形態で繰り返されることを考慮すれば、登録制度、業態規制や勧誘規制を
拡充して、事前の規制に力点をおくことが、投資者保護にとって、必要に
なってきていると考える。その際、参考とされるべきは、やはり、金融商
品取引法および商品先物取引法の規制方法であると考える。
218 (262)
